
肥料取締法における肥料の表示について説明会並びに研修会開催
　「平成27年度肥料取締法における肥料の表示について　説明
会並びに研修会」を３月25日、東京都千代田区の法曹会館にお
いて開催致しました。当協議会会員等58人の方々にご参加いた
だきました。
　来賓として、農林水産省消費・安全局農産安全管理課肥料企
画班課長補佐の高橋賢様、同班係員の長谷川正憲様、独立行政
法人農林水産消費安全技術センター肥飼料安全検査部の方々に
ご出席頂き、肥料取締法における肥料の表示等についてご説明
いただきました。
　説明会終了後には研修会として、有限会社清香園の山田香織
様に「盆栽のこれから」を演題にご講演いただきました。盆栽
の歴史や鑑賞方法、管理の仕方、後世に残していくための提案
や取り組み等について、多数の写真を交えながらお話をしてい
ただきました。
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家庭園芸肥料・用土協議会

　この会は農林水産省の方々をお招きして、年に一回公定
規格の変更点を含めた様々なディスカッションをさせて
頂いております。ぜひ様々な方々にご参加頂き、肥料用土
業界全体が盛り上がっていけば良いと日頃より考えてお
ります。
　当協議会はこの業界全体の安全安心、また業界全体が健
全な発展をしていきたい、という意義の下活動を行ってお
り、その目的のために結成されております。我々が良質な
肥料・用土を作り、お客様が安心して使えまた楽しんで頂

ける、そうでなければ我々の業界
というのは決して発展しないので
はないかと考えております。そう
いう意味では、業界の個々の企業
が自分たちで安全な肥料、または
肥料取締法に則した安心な商品を
作る、そしてそれを小売の方々に

販売して頂く、という役目を我々はしっかり持っておりま
す。安心安全がないとなかなか家庭園芸肥料の業界、また
はそれを取りまく環境は発展しないのではないかと思っ
ております。当会が少しでも安心安全、または業界の健全
な発展に寄与出来れば良いと思いながら、日々活動してお
ります。

　日頃から肥料の品質保全にご協力頂
きまして誠にありがとうございます。
簡単に現状についてご説明申し上げた
いと思います。
　昨年10月にＴＰＰの協定が大筋合
意になったということで、11月に関連
する大綱が決定しました。この大綱で
は、我が国のこの分野についてただ守るだけでなく、協定の締
結をチャンスとして国内外の市場を取り戻し、その一方、輸出
に対しても評価して成長産業化を進めていくこととされていま
す。攻めの農林水産業ということで、わが国で生産される農産
物が良質で安全であるためには肥料は重要な資材であるという
ことです。
　一方で、全体の農産物の価格を下げるには肥料の価格、あと
農業者の利益を上げるために農業資材、肥料飼料、農業機械、
そういうものに関して低減を図っていかなければならないとい
うことで、農林水産業骨太方針策定ＰＴということで、その中
で資材部の関係の検討も進めています。

小森強志会長あいさつ

日本フラワー＆ガーデンショウに出展
　協議会の活動の一環として、今年も 2016 日本フラワー＆ガーデンショ
ウに出展いたしました。26 回目となる同ショウは公益社団法人日本家
庭園芸普及協会が主催されているもので、４月 22 ～ 24 日に初めて横浜
市のパシフィコ横浜で開催され、５万 9525 人が来場してにぎわいまし
た。協議会では会場内にブースを出展し、肥料・用土の知識や協議会の
活動、ＦＡＭＩＣ（独立行政法人農林水産消費安全技術センター）様の
紹介、サンプル展示等を行いました。

農林水産省 消費・安全局農産安全管理課
肥料企画班　

高  橋  賢  課長補佐

来賓祝辞来賓祝辞
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肥料取締法違反に至った原因と再発防止策

　今回の事案について説明させていただきます。昨年 11
月にある業者が肥料の表示の偽装を行って長期に渡り販売
していたという事実が判明しました。何が一番大きな問題
点だったかというと、無機の原料を使用していたのに有機
の原料を使用しているかのように記載していたということ
です。
　こちらは肥料取締法上でいえば「表示を改めてください」
「正しいものにしてください」「入れているものはその通り
表示してください」で済むんですけれど、有機ＪＡＳ、特
別栽培を行っている農家さんは表示を信頼して肥料を使用
し、認証を付けて農産物を販売していますから、そういう
ものに絡んでしまったということから大きな事案になって
しまいました。農業者、または、加工業者、消費者の批判
を買い、肥料業界の信頼が損なわれてしまったというとこ
ろです。
　これを回復するために、皆様にも昨年 11月に通知を出
させていただいております。自主的に点検してくださいと
お願いしているところです。ＦＡＭＩＣ側としても、改善
した方法により立入検査を行い、これまでよりも時間のか
かるものとなっています。
　肥料業界の信頼について回復していくということで、重
要なことですので、ご理解のほどをお願いしたいと思いま
す。

１．立入検査の結果

　どういう事案があったのか。まず一つ目、立入検査の結
果ですけれど、11月末から連続して７社の会社に入ってお
ります。７社中７社、銘柄数が 1460のうち 626件につい
て違反があった、原料の種類の記載の不適正ということで
す。こちらは法の20条にかかってくるものということです。
数は多いのですけれども、大半が大きな１社のところです。
違反の内容ですが、保証票の原料の記載として、重量の大
きい順に原料が記載されていない、原料として記載されて
いるのに使用されていない、原料として記載されていない
のに使用されていた。これらの３つが主なものです。
　二つ目は原料又は材料の使用不適正。これはどういうも
のかといいますと、登録した普通肥料を配合して生産され
る、指定配合肥料、これは登録を取ったもの同士を混ぜて、
届出だけでいいというシステムですけれど、登録を取った
もの以外を入れたということです。それで違反になる。そ
れが１４６０銘柄中７６銘柄。
　次が三つ目。保証成分の不足です。指定配合肥料の主成分、
窒素・りん酸・カリの量が保証票が保証している成分値に
満たない。だから設計上ですでに満たしてない、そういう
事例がありました。これが法の20条の違反ということです。
87銘柄ありました。
　この中の、一つ目、三つ目。指定配合であれば、表示を
適正にしてもらえればいい。二つ目については、肥料を適

正に処分するということです。処分と書いてありますけれ
ど、指定配合肥料として使うことはできないということに
なります。指定配合肥料として流通することはできません
が、一度開封してもらうなりして、肥料原料として再利用
してもらう分には構わないと思います。その代り、その原
料がはっきりしたものでないと、次の肥料に配合すること
もできません。ある程度中身がはっきりしたものであれば、
使用も可能になるのではないかというところです。

２．肥料取締法違反に至った原因

　原因はどういうことから起きたのか。
○少量多品種販売による営業戦略が無理な生産を工場に強
いた結果、工場は納期に間に合わせるために、作りやすさ
を優先させ登録時の設計と異なる生産を行った。
○工場から独立した品質管理部門の設置など、不正行為の
チェック体制が整っていなかった。
○新たな肥料の設計をする場合や既存の肥料の設計を変更
した場合の設計部門、製造部門、管理部門等の部門間の連携・
確認体制が整っていなかった。
○社内教育・研修が行われておらず、肥料取締法、表示のルー
ルについて、知識が乏しく、コンプライアンス意識もなかっ
た。
○生産現場のことは生産現場に任せるといった縦割り意
識。

３．再発防止策

　以下、再発防止です。
○製造部門と営業部門との間での意思疎通。例：製造部門
と営業部門との間で定期的な会議を開催し、製造部門の生
産能力の共有、生産者視点の把握。
○品質管理部門の設置。例：製造部門から独立した品質管
理を行う部門を設置し、監査等により不正の発見、防止。
○全ての製造設計書、保証票等を確認する体制の整備。例：
複数部署で連携し、全ての製造設計書、保証票等を確認す
る体制を整備し、不正の発見、防止。
○法令遵守の意識や生産者視点を持つことができるよう研
修の実施。例：役員を含めた社員全員を対象として、肥料
取締法、関連法令（表示のルール等）、コンプライアンスに
ついて知識と理解を深める研修の実施。
○内部通報制度等、不正を通報しやすい環境の整備。例：
社内だけでなく、社外（弁護士）にも通報窓口を設ける。
○不正行為、違法行為等に対する厳正な処分。
　こういうことに関して再チェック、確認作業をしていた
だき、こういう事態にならないように、社内で勉強会とか
研修会とかを行っていただきたいと思います。

　【参考】FAMICホームページの肥料・土壌改良資材のペー
ジに「表示の手引き」が掲載されています。
　http://www.famic.go.jp/ffis/fert/sub2_hyoji/sub2_hyoji.
html

肥料取締法における肥料の表示について
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Q&A
【Ｑ１】表示に変更があった場合の流通在庫への対応はどの

ように行えばよろしいでしょうか（修正や訂正）

（Ａ）表示が誤った肥料が流通していることがわかった場合、

表示者の責任において訂正する必要があります。なお、消費

者が保有する肥料であっても対象になります。表示の改め方

としては、袋を入れ替えるかシールを貼っていただくかとい

うことになります。

【Ｑ２】法改正に伴う表示変更があった場合の、製品在庫や

袋在庫の使用についてはどのように対応すれば良いでしょう

か

（Ａ）流通しているもの、施行前に出荷しているものに関し

ては修正の必要はありません。法改正する場合は大抵、施行

までに一定期間をおいています。その期間内で訂正をしてい

ただくということです。過去に、肉骨粉においても同じよう

にさせていただいております。

【Ｑ３】肥料登録については、平成 28 年度よりオンライン申

請のための新システムが導入されるとうかがっています。こ

の新システムの導入予定時期（何月か）や、新システムでの

申請概要を教えてください。

（Ａ）平成 28 年度から肥料の登録申請を支援するシステム

として新システムの運用を開始するということになっていま

す。あくまでも、登録申請支援システムであって、オンライ

ン申請が開始されるということではありません。当該システ

ムの利用者数の増加傾向を注視しながら、今後、オンライン

申請として開始できるよう調整していきたいと考えていま

す。当面は新システムのモニターを募集して、当該システム

の利用方法を習得していただくことを考えております。モニ

ター募集については来年度行う予定ですが、募集方法につい

ては別途ご案内をさせていただきます。

【Ｑ４】４月１日より、肥料および農薬の申請手数料が大幅

に上がる予定です。従来から肥料登録は郵送による登録申請

も受け付けており、農薬についても４月より収入印紙を添付

した申請書を事前に一般書留で送付する、ということができ

るようになるということ、高額の収入印紙を申請者がＦＡＭ

ＩＣに持参するリスクは解消されます。しかし、担当者が多

額の現金を持って印紙を購入することに伴うリスクは残った

ままです。将来的にこのリスクが解消されるようご検討いた

だけないでしょうか。

（Ａ）これはどちらかというと肥料より農薬の方の問題だと

思います。肥料については、申請支援システムはできました

が、まだ電子納付はできない状態です。将来的には電子納付

できるように検討しているところで、もうしばらく待ってい

ただくことになります。一方、農薬の担当に聞いたのですが、

今後皆様から要望があったときに、その要望を受けて検討し

て参りたいとうかがっています。

【Ｑ５】最後のＢＳＥ発生から 10 年が経過し、肥料からの発

生リスクはさらに下がったと考えます。ＢＳＥの発生予防す

るための措置を行う方法が定められました。

　①食品リサイクル法により、食品工場からも、牛由来たん

白質由来の肥料原料が産出されます。食品として、生産され

る際に、安全が確認されている原料において、肥料使用の際

に、新たに、予防措置が必要になった理由は何でしょうか。

　②海外では、牛由来の食品副産物は、どのように利用され

ているのでしょうか。

（Ａ）おっしゃるとおり、現在、我が国において新たな BSE

発生リスクはほとんどないといっていい状態まで下がってい

ます。しかし、これは、動物由来のタンパク質を牛に与えな

いようにする飼料規制や肥料規制がきちんと行われているか

らです。

　①に関しては、食品からは基本的には特定危険部位（SRM）

は取り除かれていますが、食品工場では脊柱がついた枝肉が

使用される場合があること、そういった食品工場では排出さ

れる脊柱が肥料原料に混入しないかどうかの確認（農林水産

大臣確認）が必要です。また、現在流通している動物由来タ

ンパク質を含む食品を食べることは、人にとっては安全です

が、牛にとっては BSE にかかるリスクが上がり、安全とは言

えません。動物由来タンパク質を牛が食べるいうことについ

ては摂取防止材を混ぜる等の管理措置を取る必要があるとい

うことです。

　②に関しましては、日本は最も厳しい措置をとっているか

のように思われがちですが、日本以上に厳しくやっていると

ころもあります。例えば、欧州において、日本と同じように

定められた蒸製条件に加えて、輸送とか保管についてもルー

ルがあります。また、この部位はセメント化しなさいとか、

バイオマス燃料に使いなさいとか、肥料に使いなさいとか、

そういうのを分けていると聞いています。ですから、特別日

本だけ厳しいという訳でもなく、その国の BSE 発生状況に応

じて、管理措置が設定されています。もちろん今後、リスク

の低下に応じて、管理措置も簡素化されていくわけですが、

牛に動物由来タンパク質を与えないという飼料規制等は外せ

ないということになります。
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株式会社秋本天産物
〒 518-1326　三重県伊賀市槙山 3600 番地
TEL：0595-42-1619
FAX：0595-42-1838
URL：http://akimoto-tb.co.jp

　企業理念としまして全自動化による工場の稼働率向上と品質の安定を目
指しております。その一環として『商品管理サイクル (PDCA)』を導入し
美観を保つためクリーンな工場での安定した商品作り、稼働率アップ、品
質の作り込み、受入試験、確認試験、発芽試験の徹底化による品質の安定
化を図ることでお客様のニーズに合致した環境にも人にも優しい安心、安
全な商品を提供しております。

株式会社ハセガワ園芸
〒 510-0256 三重県鈴鹿市磯山１丁目 16-28
TEL：059-386-0680
FAX：059-386-6449
メール：info@gar-dening.com

会員紹介  ◇毎回、会員リスト掲載順に紹介しています◇

家庭園芸肥料 ･用土協議会は、家庭園芸の安全で健全な振興のために ､メーカー企業有志により昭和 59年 (1984)に設立されました。

家庭園芸肥料 ・ 用土協議会
〒 174-0054 東京都板橋区宮本町 39-14　公益財団法人日本肥糧検定協会内

TEL 03-5916-3833　　FAX 03-5916-3828　　http://www.a-hiryo-youdo.com/

私ども株式会社ハセガワ園芸は、園芸資材・種苗類全般の卸業として、
創業（昭和30年）より、地元のみならず中部・関西圏の、小売店・生
花店・農協等から雑貨店など幅広い店舗様のお手伝いをさせて頂いてお
ります。各メーカー様の新規取扱いや新商品などは積極的に提案し、個
性ある売り場作りから新しい企画・開発にいたるまで、販売店から頼り
にされる企業を目指して努力していきます。

事
務
局
よ
り

総会の日程が決定しましたので、お知らせします。
　　第 33 回家庭園芸肥料・用土協議会通常総会
　　　【日時】７月 28日 ( 木 )　受付開始 13：00　総会 13：30～
　　　【会場】メルパルク大阪（大阪市淀川区宮原 4-2-1　℡ 06-6350-2111）

【Ｑ６】ＴＰＰ実施の際、肥料の自由化に伴い、輸入・輸出

についての情報・展望などがあれば、ご教授ください。

（Ａ）昨年 10 月にＴＰＰ協定の大筋合意がなされました。そ

して 11 月に関連大綱が公表されました。肥料にはもともと

関税は係っておりませんので、自由化はもともとされていま

す。最も影響が大きいのは日本農産物でして、競争力を強化

するという点では、ネックとなっているのは価格です。農産

物価格を安くするために、どうしても海外と比べて割高な資

材費をいかに低減するかということになってきます。今はそ

れらを受けて肥料価格の低減に向けて、各業者からのヒアリ

ングを行っているところです。

【Ｑ７】「庭先配合」の進み具合等くわしく教えてください。（堆

肥と肥料、微量要素）

（Ａ）これについては進めると言いながらまだまだ進んでい

ない状況です。昨年 11 月の表示の偽装問題を受けて、それ

まで検討していた、結局は信じて庭先配合を認めるという方

向で進んでいたのですが、一部の業者さんによって偽装が起

きてしまい、見直す必要があるということです。とは言え、

作業自体が止まっている訳ではありません。より良くできる

ように検討を進めているところです。少し遅れますが、皆様

方に夏ごろまでには方向性を示せるのではないかというとこ

ろです。

【Ｑ８】４月１日から新規肥料登録収入印紙が代が２万円以

上も値上がるようですが、何故このように大幅値上となるの

でしょうか。

（Ａ）登録手数料として納付していただく金額は３万 6100 円

から、５万 3100 円に値上げさせていただくことになってい

ます。現行の更新は 8100 円ですが、それは 8000 円に、わ

ずか 100 円ですが下げさせていただきました。値上げの理由

としては、今までの算定方法が、肥料成分の分析、品質と肥

料効果に関する検査費用のみの積み上げ額で、それ以外の部

分、有害成分分析とかＢＳＥ発生リスク管理措置監視とか、

そういう部分に関する検査費用について足し上げていなかっ

たことが上げられます。それを足し上げるとだいたい倍ぐら

いになってしまうということです。こちらは平成 25 年の行

政改革推進会議の中で、農薬と肥料の登録検査業務に関して、

検査コストに見合った適正な金額の手数料を定めることが必

要ということを指摘されたということです。肥料業者の皆様

には、ご負担をお願いすることとなりますが、適正な受益者

負担ということでよろしくお願いいたします。


